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低炭素社会実現に向けて，日本全国におけるマテリアルストック・フローに伴う CO2 排出動態を詳細な

空間情報として把握することは急務である．しかしながら，既往研究は都道府県単位や自治体単位で建設

活動に伴う CO2排出量を推計しており，都市における CO2排出量の詳細な空間分布を分析した研究は確認

できない．本研究では，日本全国の建築物と土木構造物を対象に，建設活動に伴う CO2 排出の時空間分析

を行い，CO2削減策を提案した．建築物に関する建設活動由来の CO2排出量は 2014年から 2016年で 62.71
百万トン/年と推計され，そのうちの 30.2%が東京 23 区と政令指定都市に集中していることが示された．

土木構造物に関する資材製造由来のCO2排出量は，1960年から 1970年で 56.50百万トン，2000年から 2010
年で 22.05百万トンと推計され，減少傾向であることが明らかになった． 
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1. はじめに 
 
温室効果ガスの増加に伴い地球温暖化が進行し，

大雨等の自然災害の増加が後を絶たない．気象庁に

よると，1時間降水量 50mm以上の最近 10年間（2012
～2021 年）の平均年間発生回数（約 327 回）は，統

計期間の最初の 10年間（1976～1985 年）の平均年間

発生回数（約 226 回）と比べ，約 1.4 倍に増加してい

る 1)．今後，自然災害の更なる頻発化や激甚化が懸念

されており，重点的な地球温暖化対策を講じること

が急務である．日本は地球温暖化対策の一環として，

2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ

にする「カーボンニュートラル」の実現を目指して

いる．また，2021 年 4 月の第 45 回地球温暖化対策推

進本部において「2050 年目標と整合的で，野心的な

目標として，2030 年度に，温室効果ガスを 2013 年度

から 46%削減することを目指す．さらに 50%の高み

に向けて，挑戦を続けていく」ことを宣言した 2)． 

他方，人間活動に必要な大量の資源採掘やそれに

伴うエネルギー消費による環境負荷の増大が深刻化

している．環境省によると，2020 年度の温室効果ガ

スの総排出量は 11 億 5,000 万トン(CO2換算)であり 3)，

2030年度の 46%削減目標である 6億 4,860万トンを達

成するためにさらに約 5億トン削減する必要がある．

建設活動の排出に焦点を当てると，2013 年度の日本

国内の排出量のうち約 38.9%が建築物の建設資材の製

造・輸送や施工，運用エネルギー由来である 4)．建設

活動に伴う CO2排出量は日本の CO2排出量全体の約 3
分の 1 を占めており，2030 年度，さらには 2050 年度

の CO2削減目標達成に向けて重要な要因である． 
建設活動の CO2 排出量評価に着目した研究手法は

トップダウン・アプローチとボトムアップ・アプロ

ーチの 2つアプローチが存在する．トップダウン・ア

プローチは統計資料を用いるため，長期的な時系列

で推計が可能であり，国や都道府県単位の枠組みに

用いるのに適している．一方で，空間情報を含む分

析ができないため，都市における詳細な分析が困難

である．ボトムアップ・アプローチは CO2 排出原単

位を用いて各建築物データから CO2 排出量を推計す

る方法である．ボトムアップアップ・アプローチは
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空間情報を考慮した詳細な分析が可能であるが，推

計結果は原単位の精度に依存するため，各年におけ

る正確な原単位のデータが求められる．また，デー

タの制約などから推計範囲が限定される． 
トップダウン・アプローチによる 既往研究は多く

存在する．例えば，中口ら(2007)5)は，全国を対象に

市区町村単位で建築物及び都道府県単位で土木構造

物の施工現場で発生する直接的 CO2 排出量の推計を

行い， 2004 年の建築物の建設由来 CO2 排出量は 454 
万 t-CO2 に対して 1990 年は 680 万 t-CO2 であり，14 
年間で約 33%減少したことを示した． 
他方，ボトムアップ・アプローチによる 建設活動

の CO2排出量評価に関する研究はトップダウン・ア

プローチによる研究と比較して限られている．酒井

ら(1996)6)はモデルビル 3棟を対象に，資材製造から

施工・運用・廃棄に至るまでのライフサイクル全般

にわたって CO2排出量の検討を行なっている．しか

しながら，推計範囲が特定の建築物に焦点を当てた

ものに限られており，大規模に空間情報を考慮した 
CO2 排出量推計は行われていない． GIS(Geographic 
Information System/地理情報システム)により，どこ

に，どのような物質由来の CO2がどの程度排出され

ているのかを定量評価し，可視化することは低炭素

まちづくりによる持続可能性を検討することや実際

の環境政策立案に役立つものと考える． 
本研究では日本全国を対象に，建設活動由来の

CO2排出の空間分布により，都市と地方における CO2

排出動態を把握することを目的とする．具体的には，

日本全国における建築物を対象とした建設活動(建設

資材の製造や輸送，施工，解体，廃棄物運搬)に伴う

CO2 排出量の時空間分析(2003 年~2016 年)，および，

日本全国における土木構造物を対象とした建設活動

(建設資材の製造)に伴う CO2排出量推計(1960年~2016
年)を行う． 

 
 

2. 研究手法 
 

(1) CO2排出原単位 
a) LCIデータベース 

CO2排出原単位の推計には，一般社団法人産業環境

管理協会が提供する「IDEA v2」7)を利用した. 

 

b) 資材製造段階における推計方法 

建設資材製造由来の CO2 排出原単位の推計方法を

式(1)に示す．建築物は東岸ら(2008)8)が作成した資材

投入原単位，土木構造物は田中ら(2013)9)の資材投入

原単位を用いた．また，LCA ソフトウェア MiLCA に

よって算出された単位資材重量あたりの各建設資材

製造由来の CO2 排出量を用いた．建築物の躯体や外

装材，内装材は基礎資材をそれほど加工せずに建築

物に導入されていることから，加工過程を考慮せず

資材製造由来の原単位を使用しても結果に大きく影

響しない (酒井ら 1996)． 
 

𝑃𝑅𝐷𝑒𝑠𝑡
𝑠,𝑚 = 𝑀𝐼𝑠,𝑚 × 𝑃𝑅𝐷𝑚

𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴  (1) 
 
ここで， 𝑃𝑅𝐷𝑒𝑠𝑡

𝑠,𝑚: 構造種sの建築物・土木構造物の

建設資材mの製造由来のCO2排出原単位， 𝑃𝑅𝐷𝑠,𝑚
𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴 : 

MiLCAで算出された建設資材mの製造由来のCO2排出原

単位である． 
 

c) 資材輸送段階における推計方法 

建設資材輸送由来の CO2 排出原単位の推計方法を

式(2)に示す．建設資材輸送とは，建設資材の製造過

程での産業間運搬や建設現場までの運搬，さらには

新築時の現場からの残材や廃棄物搬出を示す．本研

究では酒井ら(1996)の単位資材重量あたりの建設資材

輸送由来の CO2排出量を用いる． 
 

𝐷𝑇𝐵𝑒𝑠𝑡
𝑠,𝑚 = 𝑀𝐼𝑠,𝑚 × 𝐷𝑇𝐵𝑢𝑛𝑖𝑡   (2) 

 
ここで， 𝐷𝑇𝐵𝑒𝑠𝑡

𝑠,𝑚: 構造種sの建築物の，建設資材mの輸

送由来のCO2排出原単位， 𝐷𝑇𝐵𝑢𝑛𝑖𝑡 : 酒井ら(1996)で提案

された輸送由来のCO2排出原単位である． 
 

d) 施工段階における推計方法 

施工由来の CO2 排出原単位は，経済産業省が毎年

提供する「総合エネルギー統計」10)と国土交通省が

提供する「建設工事施工統計調査」11)の 2つの統計デ

ータを利用した．統計データを利用することにより，

年代を考慮した原単位作成へと役立つ．総合エネル

ギー統計は建設業が現場で消費しているエネルギー

種別毎の数量に関する統計資料であり，施工現場で

の年間 CO2 排出量が記載されている．この内，民間

工事分の CO2 排出量は建設工事施工統計調査に記載

されている工事金額比率を乗じて求めた．算出した

民間工事分の CO2 排出量を GIS データベースより算

出可能な総延床面積で除することにより施行段階の

CO2排出原単位を求めた． 

 

e) 解体・廃棄物運搬段階における推計方法 

建築物解体由来と廃棄物運搬由来の CO2 排出原

単位は MiLCAによって算出された解体・運搬と製

造・施工由来の各構造種別の原単位を前述した建

設資材製造由来と施工由来の値を基に按分し算出

した．建築物解体由来の CO2 排出原単位の推計方

法を式(3)に示す． 
 

𝐷𝐴𝐵𝑒𝑠𝑡
𝑠,𝑢,𝑚 =

𝐷𝐴𝐵𝑠,𝑢×( 𝑃𝑅𝐷𝑒𝑠𝑡
𝑠,𝑚+ 𝐶𝑆𝑇𝑒𝑠𝑡

𝑠,𝑚)
𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴

𝑃𝐶𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴
𝑠,𝑢

 (3) 

 
ここで， 𝐷𝐴𝐵𝑒𝑠𝑡

𝑠,𝑢,𝑚: 構造種s，使途種別uの建築物

の建設資材mの解体由来のCO2排出原単位，

𝐷𝐴𝐵𝑠,𝑢
𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴 : MiLCAで算出された建築物構造種別sで

建築物使途種別uである建築物の，解体由来のCO2排
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出原単位， 𝐶𝑆𝑇𝑒𝑠𝑡
𝑠,𝑚: 建築物構造種別sである建築物

の，建設資材mの施工由来のCO2排出原単位，

𝑃C𝑠,𝑢
𝑀𝑖𝐿𝐶𝐴 : MiLCAで算出された建築物構造種別sで建

築物使途種別uである建築物の，製造・施工由来の

CO2排出原単位である． 
 
廃棄物運搬由来は式(3)の解体由来を廃棄物運搬由

来に置き換えることで求めた．ただし，MiLCA の

廃棄物運搬は 4t トラックに平均して 2.11t 積載し，

往復 50km輸送したと仮定している．  

 

 (2) 建築物を対象とした CO2排出量推計 

a) 建物データ 

建築物一棟単位で建設活動由来のCO2排出量のGIS
データベースを構築するためには，位置情報や建築

物情報を有する建築物 GIS データが必要である．本

研究では株式会社ゼンリンが提供する「Zmap-TOWN 
II(2003，2009，2014，2016)」12)という住宅地図を基

盤データとして利用した．Zmap-TOWN IIは全国に存

在する建築物を対象に現地調査により作成され，各

建築物の形状(建築物ポリゴン)は位置情報と結びつき，

階数や建築物名称等の詳細情報が属性情報として建

築物ポリゴンに格納されている． 

 

b) ボトムアップ・アプローチ 

本研究では建築物の建設活動由来の CO2 排出量の

推計方法としてボトムアップ・アプローチを用いた．

ボトムアップ・アプローチとは，各建築物の延床面

積に単位延床面積あたりに排出される CO2 量(CO2 排

出原単位)を乗じることにより推計する方法である．

推計式(4)を以下に示す． 

 
𝐶𝐸𝑠,𝑢,𝑙 = 𝑇𝐹𝐴𝑠,𝑢 × 𝐶𝐸𝐼𝑠,𝑢,𝑙   (4) 

 
ここで，𝐶𝐸𝑠,𝑢,𝑙: 建築物構造種別sで建築物使途種

別uある建築物の，ライフサイクルlのCO2排出量，

𝑇𝐹𝐴𝑠,𝑢: 建築物構造種別sで建築物使途種別uある建築

物の投入・廃棄の延床面積，𝐶𝐸𝐼𝑠,𝑢,𝑙: 建築物構造種

別sで建築物使途種別uある建築物の単位延床面積当

たりに排出される，ライフサイクルlのCO2排出量で

ある． 
 

c) 研究フロー 

本研究では，朝隈ら(2018)13)の手法を参考に建築物

を対象とした CO2 排出量推計を行なった．研究フロ

ーを図-1に示す． 
 

 
図-1 建築物を対象とした CO2排出量推計の研究フロー 

 
(3) 土木構造物を対象とした CO2排出量推計 

a) 使用した GISデータ 

本研究ではデータの制約によって日本全国における

入手可能であった 7 種類の土木構造物の GIS データ

(一般道路，高速道路，鉄道，空港，港湾，漁港，ダ

ム)を用いた．表-1に示す． 
 

表-1 GISデータ一覧 
対象構造物 データ名 年代 
一般道路 経年道路データ 14) 1901-2007 

高速道路 高速道路時系列データ 15) 1962-2016 

鉄道 鉄道時系列データ 15) 1950-2016 

空港 空港時系列データ 15) 1952-2016 

港湾 港湾時系列データ 15) 1951-2002 

漁港 漁港時系列データ 15) 1951-2002 

ダム ダム時系列データ 15) 1912-2016 
 
b) 推計方法 

本研究では，建築物の推計方法と同様にボトムアッ

プ・アプローチを用いた．推計式(5)を以下に示す． 
 

𝐶𝐸𝑠 = 𝑇𝐴𝑠 × 𝐶𝐸𝐼𝑠  (4) 
 
ここで，𝐶𝐸𝑠 : 土木構造種sの，建設資材製造由来の

CO2排出量，𝑇𝐴𝑠 : 土木構造種sである社会に投入された

面積または長さ，𝐶𝐸𝐼𝑠: 土木構造種別sの単位面積(長さ)

当たりに排出される，建設資材製造由来のCO2排出量で

ある． 
 

 
3. 研究結果と考察 
 

(1) 建築物を対象とした CO2排出量の推計結果 
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2003年から 2016年までの年代間における CO2排出

量の経年推移を図-2に示す．また，2014 年から 2016
年における CO2 排出量分布を図-3 に示す．単年あた

りの CO2排出量は，2003 年から 2009 年で 89.44 百万

トン，2009 年から 2014 年で 96.55 百万トン，2014 年
から 2016 年で 62.71 百万トンと推計された．また，

2014 年から 2016 年において，CO2排出量が都市部に

集中していることが明らかになった(図-3) ．特に，

東京 23 区と政令指定都市(20 都市)における単年あた

りの CO2排出量は，18.97 百万トンであり，日本全体

(1,724市町村)の 30.2%を占める． 
建設活動全体における建設資材製造由来の CO2 排

出割合は 2003 年から 2009 年で 83.2%，2009 年から

2014 年で 81.5%，2014 年から 2016 年で 81.6%であっ

た．2003 年から 2016 年までの年代間の建設資材別製

造由来の CO2 排出量を表-2 に示す．上位 2 つの資材

である鉄とコンクリート製造由来の CO2 排出割合は，

それぞれ全体の 48.2%，34.1%と推計され，CO2 排出

量の上位 2つの資材で全体の 82.3%を占めることが明

らかになった． 
これらの結果から，CO2排出抑制の案として，政令

指定都市や東京 23 区等の建て替わり多い地域での資

源の循環利用や長寿命化による建設資材投入量の削

減と，特に鉄とコンクリートにおける低炭素型建設

資材の開発と導入が挙げられる． 
 

 
図-2 建設活動由来の CO2排出量の経年推移 

 
表-2 建設資材別製造由来の CO2排出量 

(Mt-CO2/year) 
 2003-2009 2009-2014 2014-2016 

砂利・石材 0.18 0.20 0.13 
コンクリート 26.24 26.73 16.66 
モルタル 2.58 2.63 1.72 
木材 3.55 4.79 3.68 
ガラス 0.95 1.18 0.89 
陶磁器 3.59 4.90 3.70 
鉄 36.82 37.67 23.97 

アルミニウム 0.55 0.62 0.43 
合計 74.45 78.71 51.18 

 
 (2) 土木構造物を対象とした建設資材製造由来の

CO2排出量の推計結果 

1960 年から 2016 年までの年代間における建設資材

別の CO2 排出量の経年推移を図-4 に示す．CO2 排出

量は，1960 年から 1970 年で 56.50 百万トン，2000 年
から 2010 年で 22.05 百万トンとなり，61.0%の減少を

示した．また，土木構造物別の CO2 排出の割合を図-

5 に示す．1960 年から 1970 年で全体の 58.5%を占め

ていた港湾と漁港は，2000年から 2010年で 2.9%とな

った．要因として，港湾や漁港は高度経済成長期以

降に集中して整備され、既に整備し尽くされたこと

が考えられる．一方で，土木構造物別の CO2 排出の

うち，ダムの割合が増加傾向にある(図-5) ．これは，

ロックフィルダム等の近年のダムの大規模化による

建設資材の増加と一般道路の GIS データが 2007 年ま

でに留まっていることが要因として考えられる． 
 

図-3 日本全国における建設活動由来の CO2排出量分布(1km×1kmメッシュ，2014年から 2016
) 
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図-4 建設資材別 CO2排出量 

図-5 土木構造物別 CO2排出の割合 
 

(3) 推計結果の妥当性の検討 

2003 年から 2016 年までの建設資材製造由来におけ

る CO2 排出量を用い，本研究の推計手法における推

計精度を検討した．対象の建設資材を，CO2に関する

統計資料が豊富な鉄とコンクリートとした． 
鉄製造における CO2 排出の統計資料として，一般

社団法人日本鉄鋼連盟が公表している，エネルギー

起源 CO2 排出量 16)と鋼材最終使途ベース受注量 17)を

用いた．後者は，鋼材の各最終用途の割合を示して

いる．前者の CO2 排出量を後者の値を用いて按分す

ることにより，鉄製造における CO2 排出量のうち建

築物と土木構造物用途の CO2排出量を推計した． 
コンクリート製造における CO2 排出の統計資料と

して，都道府県別エネルギー消費統計調査 18)と日本

国温室効果ガスインベントリ報告書(2020)19)と山下ら

(2022)20)を用いた．山下ら(2022)は，生コンクリート

の各用途における出荷割合を示している．都道府県

別エネルギー消費統計調査と日本国温室効果ガスイ

ンベントリ報告書(2020)により推計された CO2排出量

を用途別の出荷割合で按分することにより，コンク

リート製造における CO2 排出量のうち建築物と土木

構造物用途の CO2排出量を推計した． 
建築物と土木構造物を対象としたコンクリートと

鉄に関する製造由来の CO2排出量の統計値と推計値

の比較結果を表-3，4に示す．建築物のコンクリート

製造由来の CO2排出に関しては，統計値に対して推

計値は 2009年から 2014年は 13.9%，2014年から

2016年は 49.8%小さく推計された．本研究は東岸ら

(2008)が作成した建設資材原単位を使用しており，近

年の建築物の耐震化に伴う建設資材の増加を考慮で

きていないことが過小推計された要因として考えら

れる．鉄製造由来の CO2排出に関しては，2014年か

ら 2016年で統計値に対して推計値は 15.0%小さく推

計された．本研究は鉄骨鉄筋コンクリート造である

高層ビルを一様に鉄筋コンクリート造とみなしてい

る．鉄骨鉄筋コンクリート造は鉄筋コンクリート造

の建築物より多くの鉄が使用される．そのため，本

研究では鉄の投入量と CO2排出量が過小評価された

と考える． 
土木構造物のコンクリートと鉄製造由来の CO2排

出に関しては統計値に対して推計値は小さく推計さ

れた．過小推計された 1つの要因として，一般道路

と高速道路に関する GISデータの不足が挙げられ

る．今回使用した株式会社デ ジタルアース・ラボが

作成した経年道路データは一般国道と都道府県道の

みで，全体総延長の 82.9%を占める市町村道は含ま

れていない．また，道路の GISデータに総延長等の

路面データは格納されているが，トンネルや橋梁に

ついては考慮できていない．これらのデータ不足に

より，コンクリートや鉄の投入量と CO2排出量が過

小評価されたと考えられる． 
 

表-3 建築物の資材製造由来の統計値との比較 
(Mt-CO2/year) 

年代 
コンクリート 鉄 

統計値 推計値 統計値 推計値 

2003-2009 41.77 28.82 28.38 36.82 

2009-2014 34.09 29.35 27.61 37.67 

2014-2016 36.63 18.38 28.19 23.97 

 
表-4 土木構造物の資材製造由来の統計値との比較

(Mt-CO2/year) 

年代 
コンクリート 鉄 

統計値 推計値 統計値 推計値 

2003-2009 26.71 1.90 15.14 0.11 

2009-2014 23.69 1.23 14.72 0.16 

2014-2016 21.51 1.07 15.04 0.24 

 
 

4. おわりに 

 
本研究では，朝隈ら(2018)と田中ら(2013)の手法を

参考に建築物と土木構造物を対象とした建設活動に

伴う CO2排出量推計と時空間分析を行った．また，

本研究で推計したコンクリートと鉄製造由来の CO2

排出量について妥当性の検討を行った． 
本研究で明らかになったことを以下にまとめる． 
i. 建築物に関する建設活動由来の単年あたりの

CO2排出量は 2014年から 2016年で 62.71百万ト

ンと推計された．鉄とコンクリート製造由来の

CO2排出割合は，全体の 82.3%であることがわか

った．これらの結果から，CO2排出抑制の案と
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して，鉄とコンクリートにおける低炭素型建設

資材の開発と導入が挙げられる． 
ii. 土木構造物に関する資材製造由来の CO2排出量

は，1960年から 1970年で 56.50百万トン，2000
年から 2010年で 22.05百万トンと推計され，減

少傾向であることが明らかになった． 
iii. 建築物のコンクリートと鉄製造由来の CO2排出

に関しては，統計値と推計値との誤差が 50%以

下であるが，土木構造物に関しては約 140倍小

さく推計された．要因の 1つとして一般道路デ

ータに全体総延長の 82.9%を占める市町村道は

含まれていないことが挙げられる． 
今後の課題として，建築物と一般道路の GISデー

タベースを最新年度である 2020年に更新することが

挙げられる．また，建設活動に伴う CO2排出の将来

予測と建築物の長寿命化による CO2削減予測を行

う． 
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Estimation of CO2 Emissions from Construction Activities for Buildings and  
Civil Engineering Structures in Japan 

 
Yuya OTA, Yuki HIRUTA, Hiroaki SHIRAKAWA and Hiroki Tanikawa 

 
In order to achieve a low-carbon society, it is imperative to have a whole picture of detailed spatial 

information on the dynamics of CO2 emissions associated with material stock and flow throughout Japan. 
However, previous studies have estimated CO2 emissions associated with construction activities at the 
prefectural or municipal level, and no studies analyzing the detailed spatial distribution of CO2 emissions in cities 
can be confirmed. This study conducted a spatio-temporal analysis of CO2 emissions from construction activities 
for buildings and civil engineering structures throughout Japan, and proposed measures to reduce CO2 emissions. 
CO2 emissions from construction activities for buildings were estimated to be 62.71 million tons/year from 2014 
to 2016, of which 30.2% was concentrated in the 23 wards of Tokyo and government-designated cities. CO2 
emissions from material manufacturing related to civil engineering structures were estimated to be 56.50 million 
tons from 1960 to 1970 and 22.05 million tons from 2000 to 2010, indicating a decreasing trend. 
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